
生産緑地法施行規則の一部を改正する省令

改正前 改正後
（国土交通省令で定めるところにより算定した割合）

第三条 法第十条第二項の国土交通省令で定めるところにより算定した割合

は、次に掲げる割合とする。

一 法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十五

歳未満である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林漁業の業

務に一年間に従事した日数の八割

二 法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十五

歳以上である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林漁業の業

務に一年間に従事した日数の七割

（国土交通省令で定めるところにより算定した割合）

第三条 法第十条第二項の国土交通省令で定めるところにより算定した割合

は、次に掲げる割合とする。

一 次号に掲げる生産緑地以外の生産緑地にあつては、次に掲げる割合

イ 法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十

五歳未満である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林漁業の

業務に一年間に従事した日数の八割

ロ 法第十条第二項の規定による申出があつた日に主たる従事者が六十

五歳以上である場合においては、当該者が生産緑地に係る農林漁業の

業務に一年間に従事した日数の七割

二 特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律（平成元年法律

第五十八号）第二条第二項に規定する特定農地貸付けの用に供される

生産緑地地区の区域内の農地又は都市農地の貸借の円滑化に関する

法律（平成三十年法律第六十八号）第五条に規定する認定都市農地若

しくは同法第十条に規定する特定都市農地貸付けの用に供される都市

農地（同法第二条第二項に規定する都市農地をいう。）にあつては、主

たる従事者が生産緑地に係る農林漁業の業務に一年間に従事した日

数の一割

平成３０年９月施行



① 生産緑地地区の指定後30年経過
② 当該生産緑地に係る農林漁業の主たる従事者
の死亡、又は農林漁業に従事することを不可能
にさせる故障があった場合

○都市農地の有効な活用を図り、都市農業の健全な発展に寄与するとともに、都市農業の有する機能の発揮を通じて都市住民の生活の
向上に資することを目的として、「都市農地の貸借の円滑化に関する法律（平成30年法律第68号）」が制定された。

○本法律等に基づく生産緑地の貸借を促進するため、所有者が農林漁業に一定の役割を果たす場合には、「農林漁業の主たる従事者」と
なるよう要件を拡充する。これにより、貸借期間中に所有者が死亡等した場合でも、主たる従事者の証明書の発行が可能になる。

＜買取り申出の手続の流れ＞

主たる従事者要件の緩和①（貸借した場合でも所有者の死亡等による買取り申出が可能に）

（申出から３月以内）

生産緑地地区の都市計画決定（市町村）

生産緑地所有者が買取り申出※１

買い取る旨の通知 買い取らない旨の通知

農林漁業希望者へのあっせん

法律の目的に沿った
適切な管理

農地等として生産
緑地の管理

不調の場合
行為制限解除

営農の継続

（申出から１月以内）

※１ 農業委員会が発行する主たる従事者証明書等を添付

「農林漁業の主たる従事者」には以下の者を含む（法施行規則第３条）

①主たる従事者が６５歳未満である場合 ：
主たる従事者が１年間に従事した日数の８割以上従事した者

②主たる従事者が６５歳以上である場合 ：
主たる従事者が１年間に従事した日数の７割以上従事した者

③都市農地貸借円滑化法及び特定農地貸付法に基づき生産緑地
地区の区域内の農地を貸借している場合※２ ：
主たる従事者が１年間に従事した日数の１割以上従事した者

従来

改正後
（追加）

建築等の行為制限、農地等としての管理

※２ 対象となる生産緑地
①都市農地貸借円滑化法に基づく認定都市農地
②同法に基づく特定都市農地貸付けの用に供さ
れる都市農地
③特定農地貸付法等の特例に関する法律に基づ
く特定農地貸付けの用に供される生産緑地

（市民農園整備促進法に基づき②③の用に供され
る農地において市民農園を開設した場合も含む）



○都市農地貸借円滑化法により生産緑地を貸借した場合でも、生産緑地所有者が「農林漁業の主たる従事者」の年間従事日
数の１割以上の日数分、見回りや周辺住民からの相談等に従事すれば、 「農林漁業の主たる従事者」となる。

○農業委員会は、生産緑地所有者の死亡等を事由とした買取り申出の際には、都市農地貸借円滑化法に基づく認定計画等に記
載された生産緑地所有者の従事内容が適切に実施されていたか確認の上、主たる従事者証明書の発行を行う。

＜都市農地貸借円滑化法に基づく認定都市農地における買取り申出の手続のイメージ＞

主たる従事者要件の緩和②（貸借実施から買取り申出までの流れについて）

生産緑地買取り申出時事業計画申請時

事業計画申請書に

農地所有者が貸借

後に行う主たる従事

者の１割以上の従

事内容、従事日数を

記載

主たる従事者の１割以上

の従事内容、従事日数を

貸借契約書に記載

１割にカウントする従事内容：

生産緑地縁辺部の見回り・

除草、周辺住民からの

相談等の受付・対応 等

事業計画どおり
に貸主（農地所
有者）が従事し
ているかを確認

事業計画どおり
に貸主（農地所
有者）が１割以
上の従事をして
いるかを確認

①合意解約
※契約期間中の一方的な
解約は原則不可

③買取り申出

②主たる従事者
証明書を発行


